	農地法第５条買受適格証明願添付書類

	１
	
	証明願(正本を１通、副本（写し）を１通)※電話番号を記載してください。

	２
	
	委任状　※申請者及び代理人の押印が必要です。

	３
	
	申請者の住民票

	４
	
	申請者が法人の場合、履歴事項全部証明書又は代表者事項証明書及び定款又は寄附行為の写し

	５
	
	位置図(都市計画図に申請地を明示してください。)

	６
	
	案内図(住宅地図等に申請地を明示してください。)

	７
	
	公図の写し(申請地を明示し、隣接土地の登記地目を記入してください。）

	８
	
	土地全部事項証明書(登記官の印のあるもの) または登記情報提供サービスによる照会番号付き不動産情報

	９
	
	事業計画書(個人住宅・駐車場等の場合は理由書、資材置場の場合は資材置場用）

※農地転用の必要性・確実性(現在の状況)、申請地選定理由(申請農地以外が利用できない理由)、転用規模の決定根拠等を明確に記入してください。

	１０
	
	意見書(土地改良区域内の場合)

	１１
	
	農用地区域外証明書(農業振興地域内の農用地区域から除外されていることを示す証明書)

	１２
	
	事業に係る見積書(建築費、造成費、土地代金等を項目ごとに作成し、作成者の印が押されたもの) 

	１３
	
	資金調達計画書(見積書で算出された金額に対する調達先を記入してください。)

	１４
	
	資金証明書(残高証明・融資証明等)

※資金調達計画書に記載した調達先ごとに証明書の原本を添付してください。
※個人住宅の場合は融資証明の代わりに融資見込証明でも可能です。

	１５
	
	土地利用計画図(排水計画・系統、接道の認定幅員を記載)
※駐車場、資材置場目的で転用する場合、車両の駐車位置、資材の種類、配置場所、配置量も明示してください。

	１６
	
	建築物の平・立面図及び面積計算表


	１７
	
	縦横断面図(造成計画横断図)
※地盤面の現況高及び転用後の計画高を明記してください。
※土留め、擁壁の位置・構造等、隣接地に対する被害防除方法を明記してください。
※造成工事がない場合でも添付してください。

	１８
	
	その他必要と認めるもの
※許可申請が既存施設の拡張である場合は、既存建物で行われる事業内容・拡張理由及び写真を添付してください。
※転用行為の妨げとなる権利を有する者がある場合は、関係権利者の同意書を添付してください。
※現況が農地以外の場合は、農地復元誓約書（農地復元計画）を添付してください。
※農地への復元の必要がある場合には、農地への復元費用及び事業計画に係る費用の見積もりを添付してください。

	※申請書以外については、正本１通、副本（写し）１通提出してください。


